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フードセンターたかのす指定管理者募集要項 

 

北秋田市では、フードセンターたかのす（以下「フードセンター」という。）の管理運

営業務を効果的かつ効率的に行うため、地方自治法第２４４条の２第３項及びフードセ

ンターたかのす条例（以下「条例」という。）第４条の規定に基づき、指定管理者を募集

します。 

 

１ 施設の設置目的 

   フードセンターは、社会福祉の増進及び安全な学校給食の提供を図るため設置さ

れ、就労することが困難な障害者に対し、通所により知識及び能力の向上のために

必要な訓練等の便宜を供与するとともに、就労の機会の提供等を行うことにより自

立できるよう援助することを目的とする北秋田市障害者就労支援施設（以下「就労

支援施設」という。）と北秋田市南部学校給食センター（以下「給食センター」とい

う。）で構成されています。 

 

２ 施設の概要 

区 分 内           容 

名  称 フードセンターたかのす 

所 在 地 北秋田市脇神字南陣場岱 26 番地 

開設時期 平成１５年４月 

構  造 鉄骨造平屋建 

敷地面積 ５，３５０.３９㎡ 

床 面 積 １，００６㎡ 

定  員 ２０名 

施設内容 就労支援施設／給食センター 

食堂兼集会室、作業室、医務室兼静養室、事務室、    

相談室、トイレ(車いす用含む)、更衣室等 

 

３ 指定管理者が行う業務 

（１） 就労支援施設の管理運営に関すること 

（２） 施設の利用の制限に関すること 

（３） フードセンターの施設及び設備の維持管理に関すること 

（４） その他市長が特に必要であると認める業務 

  ※ 給食センターに関する業務は、北秋田市学校給食センター条例に定めるところによ

り管理及び運営を行いますので、指定管理者の業務範囲から除かれます。 

 

４ 指定期間 

   令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで（５年間） 
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５ 指定管理業務に要する経費 

（１） 利用料金等収入 

利用料金については、地方自治法第２４４条の２第８項の規定に基づき「利用

料金制」を採用し、市が支払う指定管理料のほか、障害者総合支援法に規定する

自立支援給付費及び利用者が支払う利用料金、条例第６条に規定する事業実施に

係る収入（以下「利用料金収入等」という。）を指定管理者の収入とすることがで

きます。 

なお、自立支援給付費については、利用者の支給決定を行った市町村から支払

を受けてください。 

（２） 費用負担 

就労支援施設の運営に係る経費は、利用料金収入等により賄うことを原則とし

ます。 

フードセンターの施設及び設備の維持管理に係る経費は、市の負担として指定

管理料の積算対象としますので、適切な管理方法や市に負担を求める経費の有無

及び金額を見積り、業務計画書及び収支計画書で提案してください。 

（３） 指定管理料 

指定管理期間中において、市が支払う指定管理料の総額（上限）は６１，８７５      

千円以下とし、指定管理者から提出される業務計画書や収支予算計画等の内容を

踏まえ、予算編成方針に基づく編成過程や予算の議決を経て決定され、予算の範

囲内で、別途年度ごとに締結する協定の中で金額等を定め、指定管理料として指

定管理者に支払われます。 

指定管理料の支払いは、指定管理者の請求により四半期ごとに分割して支払う

ものとします。 

（４） 指定管理料等の精算 

市が求める指定管理業務を確実に実施する中で、利用料金の増加や経費節減な

ど、指定管理者の営業努力により生み出された余剰金については、原則として精

算による返還を求めません。ただし、賃金水準や物価水準の変動その他の理由に

より当初合意された指定管理料が不適当と認められるときは、双方協議の上指定

管理料を変更する場合があります。また、1件 20 万円未満の修繕の支払い実績額

については、あらかじめ協議して定めた支払予定額との差額を毎年精算します。 

（5） 法律や制度等の改正による指定管理料及び納付金の変更 

    利用料金制で運営している指定管理施設において、指定期間中に法律や制度等 

   が改正されたことにより収入に変更が生じる場合、市と指定管理者の協議の上こ 

   れを変更できるものとし、基本協定書にその旨を記載します。 

 

６ 指定管理業務実施に係る基本的な考え方 

（１） 施設の設置目的に基づいて管理運営するとともに、利用者等の安全管理に万全を

期すこと。 

（２） 公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、特定の団
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体等に有利あるいは不利となる運営をしないこと。 

（３） 関連する施設及び他の市民利用施設との連携を図った運営を行うこと。 

（４） 利用者等の意見を管理運営に反映させること。 

（５） 指定管理業務を行うにあたり、個人情報を取扱う場合は、その取扱いに十分注意

し、漏洩、滅失及び毀損の防止その他個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保

護するために必要な措置を講ずること。 

（６） 施設の効率的な運営と管理運営費の削減に努めること。 

（７） 関係法令等を遵守すること。 

（８） 指定管理者は、本事業を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはでき

ません。ただし、本事業の一部（管理運営業務の中心的なものでない業務）につい

て、あらかじめ市が認めた場合は、この限りではありません。 

（９） 特別な理由等がある場合を除き、職員の雇用についてはできるだけ北秋田市内在

住者の雇用に努めるとともに、物品の調達等においても、北秋田市内の事業者への

発注に努めること。 

 

７ 管理の目標 

達成目標 
目 標 値 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

施設の利用 

延べ人数 

（年間） 

3,600 人 3,600 人 3,600 人 3,600 人 3,600 人 

 

8 申請資格 

（１） 指定管理者の申請ができるのは、主たる事務所（会社においては本店）の所在地

を北秋田市に有し、次の要件を満たす団体とします。 

  ① 障害者総合支援法に定める就労移行支援又は就労継続支援の事業を行うものと

して、秋田県知事の指定を受けている（令和５年４月１日までに指定を受ける場

合を含む。）こと。 

② 社会福祉法に規定する社会福祉事業（障害者総合支援法関係）の実績があること。 

③ 緊急時又は不測の事態に対応できる機能を有していること。 

（２） 次に該当する団体は申請できません。 

① 当該団体の責めに帰すべき事由により市又は他の地方公共団体から指定管理者

の指定を取り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体 

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次の

いずれかに該当する者がある団体 

ア 公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ないもの 

ウ 市における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又

は不正の利益を得るために連合した者 
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③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人 

 

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位 

 にある団体 

ア 市長 

イ 市議会の議員 

⑤ 団体又はその代表者が指定暴力団の構成員その他集団的に、又は常習的に暴力

的不正行為その他の違法行為を行うおそれがある団体又は指定管理者として社会

通念上ふさわしくない団体 

 

９ 現場説明会 

次のとおり説明会を開催します。参加を希望される団体は令和４年８月１０日

（月）までに「現場説明会出席申込書」を提出してください。 

（１） 日 時  令和４年８月１０日（水）午後１時００分～午後１時３０分 

（２） 場 所  フードセンターたかのす 

（３） 申込先  北秋田市健康福祉部福祉課 地域障がい福祉係 

        電話：６２－６６３７ FAX：６２－４２９６ 

 

10 申請の手続き 

（１） 指定管理者の指定を受けようとするものは、指定申請書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて提出してください。 

① 申請資格を有していることを証する書類若しくは資格取得に係わる計画書 

② 指定管理業務に係る業務計画書（様式第２号） 

③ 指定管理業務に係る収支計画書（令和５年度～令和９年度） 

④ 申請者の令和４年度収支予算関係書類 

⑤ 申請者の令和３年度事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財産目録その他財

務の状況を明らかにする書類 

⑥ 定款、寄付行為、規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を明らかにする

書類 

⑦ 法人にあっては登記事項証明書 

（２） 提出部数 

    正本１部、副本１０部（コピー可）を提出してください。 

    なお、市が必要と認める場合は、申請書類の内容について、説明や追加資料の

提出を求めることがあります。 

（３） 申請期間 

    令和４年８月１日（月）から令和４年９月９日（金）午後５時必着 

（４） 提出場所 

    北秋田市健康福祉部福祉課 地域障がい福祉係 

    〒018-3392 北秋田市花園町 19番 1号  電話 0186-62-6637 FAX0186-62-4296 
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（５） 質問事項の受付 

    この募集要項について質問がある場合は、令和４年８月２６日（金）午後５時

までに、持参、ＦＡＸ又はメールにより福祉課地域障がい福祉係へ質問書（別紙）

を提出してください。なお、電話での受付はいたしません。 

回答は、原則として質問者及び説明会参加者全員に令和４年９月２日（金）ま

でにＦＡＸにより行います。 

（６） 留意事項 

① 申請は一団体につき一案とします。複数の申請はできません。 

② 提出された書類の内容を変更することはできません。 

③ 提出された書類は理由の如何にかかわらず返却しません。 

④ 申請に関して必要となる経費は、申請者の負担とします。 

⑤ 事業計画書等の著作権は申請者に帰属します。ただし、市は、指定管理者の決

定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用できるものとしま

す。 

⑥ 提出された書類については、北秋田市個人情報保護条例の規定に基づき非公開

とすべき箇所を除き、公開されることがあります。 

⑦ 申請書類に虚偽の記載があったときは、失格とします。 

 

11 選定の方法 

   北秋田市健康福祉部所管施設指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

において、次に掲げる選定基準により審査し、採点した点数を合計して最も点数が

高い団体を指定管理の候補者として選定します。 

選定にあたっては、書類審査の他、必要に応じてプレゼンテーション若しくはヒ 

アリングを行い審査・評価を行います。 

〔選定基準〕 

（１） 施設利用に関する平等性の確保に関する計画 

  ① 施設の役割を踏まえた平等な利用の確保に関する運用方針  

  ② 施設の利用の制限及び取消しに関する運用方針 

（２） 施設運営に関する計画 

  ① 施設の運営の基本方針 

  ② 施設利用者の増加及びサービス向上に資するための方策 

  ③ 障害者総合支援法等に定める障害者福祉サービスの運営実績 

  ④ 施設の運営等に必要な職員確保及び職員の資質向上の方策 

  ⑤ 利用者や保護者等からの要望、意見又は苦情への対応 

  ⑥ 関連する施設及び関係機関、地域、その他事業等との連携 

  ⑦ 日常の安全管理及び緊急時の対応 

  ⑧ 個人情報の管理体制 

（３） 施設設備等の管理に関する計画 

  ① 収支計画の内容、的確性 
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  ② 施設の管理経費の縮減に関する方策 

  ③ 施設の管理業務のうち外部委託の範囲 

  ④ 物品等の調達時における市内事業者の活用方策 

（４） 団体の概要 

  ① 団体の経営理念及び財政状況等 

  ② 監査（外部監査、内部監査、第三者評価等）の実施状況及び結果 

（５） その他特記事項 

  ① 他の団体と比較して優れている事項等 

 

12 選定の時期等 

   選定委員会は、令和４年９月下旬（予定）に行い、その結果については、書面に

より通知するとともに、団体名（候補者とならなかった団体の名称を除く）、得点状

況を市のホームページ及び広報誌等に公表します。  

   選定された団体については、市議会の議決を経て指定管理者として指定します。 

   指定後速やかに、管理運営の準備に入っていただきますが、準備にかかる費用に 

  ついては指定管理者の負担とします。 

 

13 協定の締結 

   市議会の議決による指定に伴い、施設の管理に係る細目的事項、管理費用等の額、

危険負担等を定めるため、協議により協定を締結します。 

 

14 指定の取消し 

   市議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認め

られるときは、指定管理者に指定しないことがあります。 

   なお、市議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても、当該

施設にかかる業務及び管理の準備のために支出した費用等については、一切補償し

ません。 

   また、指定管理を行う施設の管理の適正を期すために本市が行う指示に従わない

とき、その他指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、

指定管理者の指定を取消し、若しくは期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停

止を命ずることがあります。 

 

15 次点候補者との協議 

指定管理者の候補者が、前項の規定により指定を取消され又は指定されなかった

場合は、指定管理選定委員会において次点候補者となった団体を、指定管理者の候

補者として協議を行う場合があります。 

 

16 法人税等 

指定管理者は、会社等の法人にかかる市民税、事業を行う者にかかる事業所税、
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指定管理者が新たに設置した償却資産にかかる固定資産税等の納税義務者になる可

能性がありますので、市役所税務課にお問い合わせください。 

   なお、国税については税務署、県税については県税事務所へお問い合わせくださ 

  い。 

 

17 お問い合わせ先 

 

    北秋田市健康福祉部福祉課 地域障がい福祉係 

    〒018-3392 北秋田市花園町 19 番 1 号 

    TEL 0 1 8 6 - 6 2 - 6 6 3 7 

FAX 0 1 8 6 - 6 2 - 4 2 9 6 

    e-mail  syogai@city.kitaakita.akita.jp 

 



 

（参考） 

 

就労支援施設の利用者の実績 

 平成30年度末   16人 （延べ利用人数 3,787人） 

 令和元年度末   16人 （延べ利用人数 3,346人） 

 令和２年度末   19人 （延べ利用人数 3,713人） 

 令和３年度末   18人 （延べ利用人数 3,593人） 

  

 

 

指定管理料の実績 

 平成 30 年度 11,454,000 円 

 令和元年度 10,958,229 円 

 令和２年度 11,871,000 円 

 令和３年度 11,871,000 円 

 令和４年度 11,871,000 円（現時点での契約額） 

 

 

利用料金収入の実績 

 平成 30年度 32,398,010 円 

 令和元年度 29,614,890 円 

 令和２年度 34,164,750 円 

 令和３年度 34,357,440 円 

 

 

主な施設設備等の保守管理一覧 

 浄化槽維持管理業務 

 廃水槽清掃維持管理業務 

 ボイラー保守点検業務 

 自動ドア保守点検業務 

 消防設備点検業務 

 電気設備保守点検業務 

 厨房設備保守点検業務 

 警備業務 

 清掃・衛生管理業務 



 

（別紙１） 

 

 北秋田市健康福祉部福祉課 地域障がい福祉係 行 

（FAX：０１８６－６２－４２９６） 

 

 

 

現場説明会出席申込書 

 

現場名：フードセンターたかのす 

現場説明会日時：８月１０日（水）13：00～13：30 

 

法人（団体）名  
 

担当者所属・氏名 
 

連 絡 先 

（T E L）               内線： 

（F A X） 

（メール） 

 

所 属 機 関 役   職 氏     名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（別紙２） 

 

 北秋田市健康福祉部福祉課 地域障がい福祉係 行 

（FAX：０１８６－６２－４２９６） 

 

質  問  書 

法 人 （ 団 体 ） 名 
 

担当者所属・氏名 
 

連 絡 先 

（TEL）               内線： 

（FAX） 

（メール） 

 

指定管理対象施設名 

 

質 問 事 項 

 

 

 

 

 

質 問 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※質問事項の記載は、1 枚に１項目でお願いします。 



 

様式第１号 

 

 

指定管理者指定申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 北秋田市長 様 

 

             申請者 主たる事務所の所在地 

                 名称 

                 代表者職氏名              ㊞ 

                 電話番号 

 

 北秋田市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定により、

次のとおり指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 公の施設の名称 

２ 公の施設の所在地 

 添付書類 

① 申請資格を有していることを証する書類等 

② 業務計画書（様式第２号） 

③ 収支計画書（令和５年度～令和９年度） 

④ 申請者の令和４年度収支予算関係書類 

⑤ 申請者の令和３年度事業報告書、収支計算書、貸借対照表、財産目録その他財

務の状況を明らかにする書類 

⑥ 定款、寄付行為、規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を明らかにする

書類 

⑦ 法人にあっては登記事項証明書 

 

 

 

 

     ※ 正本１部、副本１０部を提出してください。 

 

 

 

 



 

様式第２号 

業 務 計 画 書 

 

施設名：              

団体名：              

 

（１） 施設利用に関する平等性の確保に関する計画 

  ① 施設の役割を踏まえた平等な利用の確保に関する運営方針 

 

 

 

  ②施設の利用の制限及び取消しに関する運用方針 

 

 

 

 

（２） 施設運営に関する計画 

  ① 施設運営の基本方針 

 

 

 

  ② 施設利用者の増加及びサービスの向上に資するための方策 

 

 

 

  ③ 障害者総合支援法等に定める障害者福祉サービスの運営実績 

 

 

 

  ④ 施設の運営等に必要な職員確保及び職員の資質向上の方策 

 

 

 

  ⑤ 利用者や保護者等からの要望、意見又は苦情への対応 

 

 

 

  ⑥ 関連する施設及び関係機関、地域、その他の事業等との連携 

 

 



 

  ⑦ 日常の安全管理及び緊急時の対応 

 

 

 

  ⑧ 個人情報の管理体制 

 

 

 

 

（ ３ ） 施設設備等の管理に関する計画 

  ① 施設の管理経費の縮減に関する方策 

 

 

   

② 施設の管理業務のうち外部委託の範囲 

 

 

 

  ③ 物品等の調達時における市内事業者の活用方策 

 

 

 

 

（ ４ ） 団体の概要 

  ① 団体の経営理念及び財政状況等 

 

 

 

  ② 監査（外部監査、内部監査、第三者評価等）の実施状況と結果 

 

 

 

 

（ ５ ） その他特記事項 

  ① 他の団体と比較して優れている事項等 

 

 

 

 

 



 

（６） 収支計画 

（単位：千円） 

 科目 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

収
入
の
部 

      

       

       

      

事業収入      

       

      

その他の収入      

       

指定管理料      

収入合計 Ａ      

支
出
の
部 

人件費      

光熱水費      

燃料費      

業務委託費      

修繕費      

上記以外の経費      

支出合計 Ｂ      

収支（Ａ－Ｂ）      

 

（単位：人） 

※延べ利用人数＝年間の延べ利用人数見込み 

（単位：人） 

 職種等 
Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

正職員 その他 正職員 その他 正職員 その他 正職員 その他 正職員 その他 

職

員

配

置 

           

           

           

           

           

           

合計      

※記入欄が不足する場合は、様式を修正し欄の追加等を行ってください。 

※別途任意様式により、収支計画の詳細が把握できる資料を添付してください。 

 事 業 名 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

延
べ
利
用
人
数 

      

      

      



 

（７） 法人の経営状況 

（単位：千円） 

 Ｒ３年度（決算） Ｒ４年度（予算） 

経 

常 

活 

動 

収 

支 

収 

入 

の 

部 

   

   

   

   

   

   

収入合計 Ａ   

支 

出 

の 

部 

   

   

   

   

   

   

支出合計 Ｂ   

収支 Ｃ（Ａ－Ｂ）   

施 

設 

整 

備 

等 

収 
支 

収
入
の
部 

   

   

   

収入合計 Ｄ   

支
出
の
部 

   

   

   

支出合計 Ｅ   

収支 Ｆ（Ｄ－Ｅ）   

財 

政 

活 

動 

等 

収 

支 

収
入
の
部 

   

   

   

収入合計 Ｇ   

支
出
の
部 

   

   

   

支出合計 Ｈ   

収支 Ｉ（Ｇ－Ｈ）   

予備費 Ｊ   

当期資金収支差額合計 Ｈ(Ｃ+Ｆ+Ｉ－Ｊ)   

※記入欄が不足する場合は、様式を修正し欄の追加を行ってください。 

※別途任意様式により、収支計画の詳細が把握できる資料を添付してください。 


